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○当組合の保有個人データの利用目的（保護法第32条1項2号関係） 

 

データベース等の種類 利  用  目  的 

組合員等名簿 

 

・会議・催事のご通知・ご連絡 

・組合員資格の管理（理事等の選出における手続き） 

・組合員その他の利害関係の閲覧請求への対応 

・経費の賦課 

・当組合の提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供等 

信用事業に関するデー

タベース 

・金融商品・サービス利用申込の受付 

・本人の確認 

・利用資格等の確認 

・契約の締結 

・契約等に基づく義務の履行・権利の行使 

・市場調査及び当組合の提供する商品・サービスの開発・

研究 

・当組合が提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供 

・与信の判断・与信後の管理（資産査定・決算事務等を含

む） 

・当組合が加盟する個人信用情報機関への提供 

・信用保証機関・提携先の保険会社等への提供 

・当組合が提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供等 

共済事業に関するデー

タベース 

・申込の受付 

・本人の確認 

・共済契約引受の判断 

・共済契約の継続・維持管理 

・共済金等の支払 

・約款等に定める契約の履行その他契約者サービス 

・市場調査及び当組合が提供する商品・サービスの開発・

研究 

・業務遂行に必要な範囲で行う業務提携先等への提供 

・当組合の提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供等 

営農指導に関するデー

タベース 

・経営の指導その他それに付帯するサービスの提供 

・経費の賦課 
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・与信の判断 

・当組合の提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供等 

経済事業に関するデー

タベース 

・申込の受付 

・注文品等の配達・配送その他契約の締結・履行 

・費用・代金の請求・決済 

・契約の締結・契約に基づくサービスの提供 

・業務遂行に必要な範囲で行う関係団体・提携企業等への

提供 

・当組合の提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供等 

統合情報データベース ・本人の確認 

・与信の判断、契約の維持・管理 

・取引内容・履歴等の管理 

・市場調査及び商品・サービスの開発・研究 

・業務の遂行に必要な範囲で行う業務提携先等第三者への

提供 

・資産査定・決算事務等内部管理 

・当組合の提供する商品・サービスに関する各種の情報の

ご提供等 

個人番号に関するデー

タベース 

 

・個人番号関係事務の実施 

注）ご不明な点につきましては、ご本人さまからのお申出により遅滞なくご回答させていただ

きます。 

 

【参考資料】「利用目的の特定」に関する考え方について 

個人情報保護法により、個人情報を取り扱うに当たっては、利用目的をできる限り特定し、

その利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱ってはならないこととされてい

ます（法第17条・18条）。また、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表

している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければなら

ないこととされています（法第21条）。 

  本資料は、一般的に考えられる個人情報の利用目的を例示したものであるので、ＪＡにお

いては、自らの利用実態等を踏まえ各事業の利用目的を適切に設定することが必要となりま

す。 

なお、「利用目的の特定」に関し、「『個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン』 

に関するＱ＆Ａ」（令和３年９月 10 日更新）においては、以下の通りの考え方が示されてい
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ます。特に、【※】以下は、令和３年のＱ＆Ａの更新時に追加された内容であり、ＪＡにおい

て該当がある場合には、この趣旨を踏まえ利用目的を特定のうえ、公表等を行う必要がある

ことにご留意ください。 

 

■「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」 に関するＱ＆Ａ（令和３年９月 

10 日更新） 

（利用目的の特定） 

Ｑ２－１ 個人情報取扱事業者は、個人情報の利用目的を「できる限り特定しなければなら

ない」とされていますが、どの程度まで特定する必要がありますか。 

 

Ａ２－１ 利用目的を「できる限り」特定するとは、個人情報取扱事業者において、個人情 

報をどのような目的で利用するかについて明確な認識を持つことができ、また、本人に

おいて、自らの個人情報がどのような事業の用に供され、どのような目的で利用される

のかについて一般的かつ合理的に予測・想定できる程度に、利用目的を特定することを

いいます。このため、特定される利用目的は、具体的で本人にとって分かりやすいもの

であることが望ましく、例えば、単に「お客様のサービスの向上」等のような抽象的、

一般的な内容を利用目的とすることは、できる限り具体的に特定したことにはならない

と解されます。 

【※】また、一連の個人情報の取扱いの中で、本人が合理的に予測・想定できないような

個人情報の取扱いを行う場合には、かかる取扱いを行うことを含めて、利用目的を特定

する必要があります。例えば、いわゆる「プロファイリング」といった、本人に関する

行動・関心等の情報を分析する処理を行う場合には、分析結果をどのような目的で利用

するかのみならず、前提として、かかる分析処理を行うことを含めて、利用目的を特定

する必要があります。具体的には、以下のような事例においては、分析処理を行うこと

を含めて、利用目的を特定する必要があります。 

事例１）ウェブサイトの閲覧履歴や購買履歴等の情報を分析して、本人の趣味・嗜好

に応じた広告を配信する場合 

 


